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第１ 会社設立の趣旨 
 
神戸の玄関口である三宮周辺地区の再整備に向け、平成 27 年 9 月に神戸市が策定した、

「三宮周辺地区の『再整備基本構想』」では、中・長距離バスの乗り場が分散し、利便性や

交通弱者への配慮が十分でない等の課題解消を目指し、乗降場を集約した新たなバスター

ミナルを整備することが位置づけられている。 

また、平成 30年 3月に策定された「新たな中・長距離バスターミナルの整備に向けた雲

井通５・６丁目再整備基本計画」においては、雲井通５・６丁目エリアは、新たなバスタ

ーミナルの整備に加え、神戸ならではの魅力と高いポテンシャルを活かした新たな都市機

能の集積や地域の特色を活かした賑わい空間の形成等を再整備のコンセプトとしている。  

そのなかで、Ⅰ期のブロックにあたる雲井通５丁目は、よりスピード感をもって事業進

捗を図るため、地権者の意見を反映しつつ、迅速な意思決定ができ、民間事業者のノウハ

ウ・資金等を最大限に活用することが可能な「再開発会社施行」による市街地再開発事業

の実施を目指すこととされていた。 

地権者と神戸市において、再整備の具体化に向けた検討・協議が進められ、平成 30 年 5

月に神戸市、一般財団法人神戸すまいまちづくり公社（現一般財団法人神戸住環境整備公

社）、兵庫県、その他地権者全員の出資により、「雲井通５丁目再開発株式会社」が発足し

た。 

 

 

 

〔沿革〕 

平成 27年 9月  三宮周辺地区の『再整備基本構想』策定 

 

 平成 30年 3月  新たな中・長距離バスターミナルの整備に向けた 

雲井通５・６丁再整備基本計画策定 

 

 平成 30年 5月  雲井通５丁目再開発株式会社創立総会 

            

 平成 30年 5月  雲井通５丁目再開発株式会社設立登記 
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第２ 会社の概要 
 

 １ 商   号   雲井通５丁目再開発株式会社 

 

 ２ 本店所在地   神戸市中央区雲井通４丁目２番２号マークラー神戸７階  

 

 ３ 設立年月日   平成 30年５月 16日 

 

 ４ 資 本 金   5,000千円 

           

           （神戸市出資額 3,500千円 70株 70.00％） 

 

 

 

 ５ 組   織 

 
代表取締役社長 ◦ 鳥居 聡（株式会社神戸商工貿易センタービル代表取締役） 

 

 

    業務執行役員（総務・事業担当部長）・中島 和也   

                                

        総務・事業担当係長 ・寺田 武   

    

・印は神戸市派遣職員   
        ◦ 印は神戸市を退職した職員（退職派遣を除く） 

 

総務，人事，労務，経理，株主総会

等会社経営業務及び雲井通５丁目市

街地再開発事業に係る調整等業務 
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６ 社員数 

                           令和６年７月１日現在 

所  属 部 長 課 長 係 長 合 計 

総務・事業部 1（1）  1（1） 2（2） 

合    計 1（1）  1（1） 2（2） 

※（ ）内は市派遣職員で，内数を表す。 

 

 
７ 役 員 

                     令和６年７月１日現在 

役 職 名 氏   名 備    考 

代表取締役社長 鳥 居  聡 株式会社神戸商工貿易センタービル代表取締役 

取  締  役 中 原  信 神戸市理事兼都市局都心再整備本部長 

〃 尤   泰 基 株式会社アサヒ代表取締役 

監  査  役  岩 﨑 和 文 岩﨑公認会計士・税理士事務所所長 
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第３ 定 款 
 

第１章 総  則  

 
（商 号） 

第１条 当会社は、雲井通５丁目再開発株式会社と称する。  

 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。  

１. 都市再開発法第２条の２第３項に基づく市街地再開発事業の施行にかかる業務  

２. 前号に付帯関連する一切の業務  

 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を兵庫県神戸市に置く。 

 

（公告の方法） 

第４条 当会社の公告は、官報に掲載する方法により行う。 

  

第２章 株  式 
 

（発行可能株式総数） 
第５条 当会社の発行可能株式総数は、２００株とする。 

 

（株式の譲渡制限） 

第６条 当会社の発行する株式は譲渡制限株式とし、これを譲渡により取得するには、株

主又は取得者は、当会社の承認を要する。  

２ 前項の承認機関は取締役会とする。  

 

（株主割当てによる募集株式の発行等） 

第７条 株主に株式（自己株式の処分による株式を含む。）の割当てを受ける権利を与え

て募集株式の発行等を行う場合には、その募集事項、株主に当該株式の割当てを受

ける権利を与える旨及び引受けの申込みの期日は、取締役会の決議によって定める。  

 

（相続人等に対する売渡しの請求） 

第８条 当会社は、相続その他の一般承継により当会社の株式を取得した者に対し、当該

株式を当会社に売り渡すことを請求することができる。 

 

（自己株式取得の場合の売主追加請求権の排除） 

第９条 当会社は株主総会の決議によって、特定の株主からその有する株式の全部又は一

部を取得することができる。 

２ 前項の場合、当該特定の株主以外の株主は、自己を売主に追加することを請求す

ることができない。  

 

（株主名簿記載事項の記載又は記録の請求） 

第１０条 当会社の株式取得者が株主名簿記載事項を株主名簿に記載し、又は記録するこ

とを請求するには、当会社所定の書式による請求書に、株式取得者と、その取得

した株式の株主として株主名簿に記載され、もしくは記録された者又はその相続
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人その他の一般承継人が、記名押印し、共同して提出しなければならない。ただ

し、法務省令で定める場合は、株式取得者が単独で上記請求をすることができる。 

 

（質権登録等） 

第１１条 当会社の株式につき質権の登録、変更又は抹消、信託財産の表示又は抹消を請

求するときは、所定の請求書を当会社に提出するものとする。 

 

（届出） 

第１２条 株主、登録株式質権者、信託株式の受託者又はその法定代理人は、その氏名又

は名称、住所及び印鑑を所定の書式により当会社に届け出るものとする。  

２ 前項の届出事項に変更があったときも同様とする。  

 

（基準日） 

第１３条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権を有

する株主をもって、その事業年度にかかる定時株主総会において、権利を行使す

ることができる株主とする。  

２ 前項のほか、株主又は登録株式質権者として権利を行使することができる者を

確定するため必要があるときは、あらかじめ公告して、臨時に基準日を定めるこ

とができる。 

 

第３章 株主総会 
 

（株主総会の決議事項） 

第１４条 株主総会は、法令又は定款で定める事項を決議する。  

 

（株主総会の招集） 

第１５条 定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日より３ヶ月以内に招集し、臨時株主総

会は、必要に応じて随時これを招集する。  

 

（株主総会の招集手続） 

第１６条 株主総会を招集するには、株主総会の日の１週間前までに、議決権を行使する

ことができる株主に対して招集通知を発するものとする。  

２ 株主総会は、前項の規定にかかわらず、その総会において議決権を行使するこ

とができる株主の全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく開催する

ことができる。 

 

（株主総会の招集権者及び議長） 

第１７条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって、

取締役社長がこれを招集し、議長となる。取締役社長に事故あるときは、予め取

締役会が定めた順序により、他の取締役がこれにあたる。  

 

（株主総会の決議方法） 

第１８条 株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行

使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該

株主の議決権の過半数をもって行う。  

２ 会社法第３０９条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権

の３分の２以上に当たる多数をもって行う。  
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（株主総会の決議の省略） 

第１９条 取締役又は株主が株主総会の目的である事項について提案をした場合において、

当該事項について議決権を行使することができる株主の全員が当該提案につき書

面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の

株主総会の決議があったものとみなす。 

 

（議決権の代理行使） 

第２０条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、議決権を行使

することができる。この場合、株主又は代理人は、株主総会ごとに代理権を証す

る書面を当会社に提出しなければならない。 

 

（株主総会の議事録） 

第２１条 株主総会の議事の経過の要領及びその結果並びにその他法令に定める事項につ

いては、議事録に記載又は記録する。 

  

第４章 取締役、代表取締役及び取締役会 

 
（取締役の員数） 
第２２条 当会社の取締役は３名以上とする。 

 

（取締役の選任） 

第２３条 当会社の取締役は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の

議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数によ

る賛成をもって選任するものとする。取締役の選任決議は、累積投票によらない

ものとする。 

 

（取締役の任期） 

第２４条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとする。  

２ 補欠あるいは増員のため選任された取締役の任期は、前任者の任期あるいは他

の在任取締役の任期が満了すべき時までとする。  

 

（取締役会の設置） 

第２５条 当会社には、取締役会を置く。 

 

（代表取締役） 

第２６条 取締役会の決議により、当会社を代表する取締役を選定するものとする。代表

取締役は、会社を代表し、会社の業務を執行する。  

 

（役付取締役） 

第２７条 取締役会の決議により、代表取締役の中から社長１名を選定し、必要に応じて

取締役中から常務、専務その他役付取締役を選定できるものとする。  

 

（取締役会の招集権者及び議長） 

第２８条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集し、その

議長となる。取締役社長に事故あるときは、予め取締役会が定めた順序により、

他の取締役がこれにあたる。  
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（取締役会の招集手続） 

第２９条 取締役会の招集通知は、会日の１週間前までに各取締役及び各監査役に発する

ことを要する。ただし、緊急を要する場合は更に短縮することができる。  

２ 取締役及び監査役全員の同意がある場合には、前項の期間を短縮し、又は通知

を省略してこれを開催することができる。 

 

（取締役会の決議方法）  

第３０条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その

過半数をもって行う。 

 

（取締役会の決議の省略） 

第３１条 取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案をした場合において、

当該提案につき取締役（当該事項について議決に加わることができるものに限

る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提

案を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査役が異議

を述べたときはこの限りではない。  

 

（取締役の報酬等） 

第３２条 取締役の報酬、賞与、退職慰労金その他の職務執行の対価として当会社から受

ける財産上の利益は、株主総会の決議により定める。 

 

（取締役会の議事録） 

第３３条 取締役会の議事の経過の要領及びその結果並びにその他法令に定める事項につ

いては、議事録に記載又は記録し、議長及び出席取締役並びに出席監査役がこれ

に記名押印又は電子署名を行う。  

 

（取締役の責任免除） 

第３４条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の議決をもって、

同法第４２３条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）の責任を法令の

限度内において免除することができる。  

 

（非業務執行取締役との責任限定契約） 

第３５条 当会社は，会社法第４２７条第１項の規定により，取締役（業務執行取締役等

である者を除く。）との間に，損害賠償責任を限定する契約を締結することがで

きる。ただし，当該契約に基づく責任の限度額は，法令の定める額とする。 

 

（取締役会規程） 

第３６条 取締役会に関する事項は，法令又は本定款のほか，取締役会において定める取

締役会規程による。  

 

第５章 監査役 
 

（監査役の設置） 

第３７条 当会社には、監査役を置く。  

 

（監査役の員数） 

第３８条 当会社の監査役は１名以上とする。  
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（監査役の選任） 

第３９条  当会社の監査役は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の

議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数によ

る賛成をもって選任するものとする。  

 

（監査役の任期） 

第４０条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとする。  

２ 任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任

した監査役の任期が満了すべき時までとする。  

 

（監査役の報酬等） 

第４１条 監査役の報酬、賞与、退職慰労金その他の職務執行の対価として当会社から受

ける財産上の利益は、株主総会の決議により定める。  

 

（監査役の責任免除） 

第４２条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の議決をもって、

同法第４２３条第１項の監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限

度内において免除することができる。  

 

（監査役との責任限定契約） 

第４３条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、監査役との間に、損害賠償

責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の

限度額は、法令の定める額とする。  

 

第６章 会計監査人 
（会計監査人の設置） 

第４４条 当会社には、会計監査人を置く。 

 

（会計監査人の選任) 

第４５条 会計監査人は、株主総会において選任する。 

 

（会計監査人の任期） 

第４６条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該定時株主総

会において再任されたものとみなす。 

 

（会計監査人の報酬等） 

第４７条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役の同意を得て定める。 

 

第７章 計算 
 

（事業年度） 

第４８条 当会社の事業年度は毎年４月１日より翌年３月３１日までとし、その末日を決

算期とする。  
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（剰余金の配当） 

第４９条 当会社は、株主総会の決議によって、毎事業年度末日最終の株主名簿に記載又

は記録されている株主又は登録株式質権者に対し、剰余金の配当をすることがで

きる。  

２ 配当財産は、利息をつけないものとする。  

３ 配当財産が交付の日から３年内に受領されないときは、当会社は交付の義務を

免れるものとする。 

 

附  則 
 

（設立に際して出資される財産の最低額） 

第５０条 当会社の設立に際して出資される財産の最低額は、金３，０００，０００円と

する。  

 

（最初の事業年度） 

第５１条 当会社の最初の事業年度は、当会社成立の日から平成３１年３月３１日までと

する。  

 

（発起人の氏名又は名称及び住所） 

第５２条 当会社の発起人の氏名又は名称及び住所は、次のとおりである。  

（名称）神戸市  

（住所）兵庫県神戸市中央区加納町六丁目５番１号  

（名称）一般財団法人神戸すまいまちづくり公社  

（住所）兵庫県神戸市中央区雲井通五丁目３番１号  

（名称）株式会社有馬芳香堂  

（住所）兵庫県神戸市兵庫区下沢通七丁目１番２号  

 

令和５年６月２８日 定款の一部変更 
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第４ 令和５年度事業報告 
 

１ 事業の概要 

令和４年度に着手した解体工事を進めながら、建築確認申請手続き完了後に、再

開発ビルの新築工事に着手するとともに、再開発ビルの管理運営計画の検討を進め

てきた。 

 

（１）解体工事の完了 

令和４年６月より実施してきた既存建物の地上部解体工事においては安全

を第一に工事を進め、令和５年 10 月に地上部解体工事を完了させた。 

工事に際しては、地域と適宜協議しながら工事車両の搬出入ルートの調整を

行ったほか、周辺地域のにぎわいづくりとして、雲井エリアの歴史に関する写

真展示やあじさい通りのライトアップなど、周辺への配慮を行いながら進めた。 

 

（２）再開発ビル新築工事の着手 

地上部解体工事に引き続き、地下部解体工事及び再開発ビルの新築工事に着

手し、９月には、「起工式」を執り行い、再開発ビルの建設工事に本格着工し

た。 

また、神戸市が実施する三宮駅周辺歩行者デッキ整備等の周辺関連計画とも

協議・調整を図りながら安全を第一に工事を進めた。 

 

（３）再開発ビルの管理運営計画の検討 

再開発ビル計画及び権利変換計画を踏まえた、管理運営計画を検討するため、

各用途の管理区分等の整理や他地区の事例収集をするとともに、管理規約案の

検討・作成を進めた。 

   

（４）関係権利者との連絡・調整 

再入居者を対象とした「KUMOI5プロジェクトニュース」を発行し、工事の進

捗状況や再開発ビルの計画等を定期的に周知した。 

 

 

 

【参考：事業の経緯】 

平成 30年５月 雲井通５丁目再開発株式会社設立 

令和２年３月  都市計画決定告示 

令和２年 12月 特定事業参加者及び特定業務代行者決定 

令和３年３月  事業計画施行認可 

令和４年３月  事業計画変更（第１回）認可 

令和４年５月 権利変換計画認可 

令和４年６月 地上解体撤去工事着手 

令和５年７月 地下部解体工事及び新築工事着手 

令和５年 10月 地上解体撤去工事完了 
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２ 財務諸表 

（１）損益計算書（令和５年４月１日～令和６年３月３１日 単位：円） 

費  用  の  部 収  益  の  部  

科          目 金  額 科          目 金  額  

営 業 費 用                 

営 業 外 費 用                 

特 別 損 失 

       

   

営 業 収 益                 

営 業 外 収 益                 

特 別 利 益 

  

 

 

 

 

  合    計     0     合     計 0   
 

 
  税引前当期純利益 

  法 人 税 等 

  当 期 純 利 益 

  前期繰越利益剰余金 

  繰 越 利 益 剰 余 金 

0 

0 

 

 

 (1) 補助金     ― 千円 

 (2) 受託料     ― 千円 

 

0 

0 

 

 

 

      0 

 

（２）貸借対照表(令和６年３月３１日現在 単位：円)  

科   目 金  額 科   目 金  額 

(資産の部）   （負債の部）   

流動資産 【29,180,011,291】 流動負債 【176,025,373】 

  現金及び預金 298,299,657   未 払 金 173,734,000 

 未成工事支出金 ※1 26,603,841,134  預 り 金 319,523 

  未 収 入 金 2,276,798,000  未払法人税等 72,000 

 前 払 金 1,072,500  賞 与 引 当 金 1,899,850 

固定資産 【708,800】 固定負債 【28,999,694,718】 

  

差 入 保 証 金 708,800 

  

仮 受 金  ※ 2

長 期 借 入 金 

預 り 保 証 金 

22,894,854,718 

6,100,000,000 

4,840,000 

     負債の部 計 29,175,720,091 

  （純資産の部）  

    株主資本 【5,000,000】 

    資 本 金 5,000,000 

  純資産の部 計 5,000,000 

資 産 合 計 29,180,720,091 負債・純資産合計 29,180,720,091 
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※１ 未成工事支出金（過年度の累計額）の内訳は下記のとおり              （単位：円） 

科  目 総 額 
内     訳 

事 業 費 人 件 費 物 件 費 等 減価償却費 

平成 30年度 64,823,889 39,424,320 20,544,539 4,855,030  

令和元年度 117,049,233 86,609,560 24,334,526 6,105,147  

令和２年度 777,624,005 743,081,900 26,703,579 7,838,526  

令和３年度 1,707,585,733 1,669,493,431 26,636,537 11,455,765  

令和４年度 19,689,952,282 19,644,237,879 26,759,578 18,954,825  

令和５年度 4,246,805,992 4,204,547,990 28,560,485 13,697,517  

合  計 26,603,841,134 26,387,395,080 153,539,244 62,906,810  

 

※２ 仮受金（過年度の累計額）の内訳は下記のとおり          （単位:円） 

 
    ※神戸市からの収入累計 

(1) 補助金等       3,149,502,448 円 

(2) 事業収入（保留床処分金） 7,601,000,000 円 

(3) 受託料             ― 円 

 

◎収益及び費用の計上の考え方（未成工事支出金及び仮受金） 

当社は、市街地再開発事業の施行者として、建築敷地等の整備及び施設建築物の建築とその処分を行

なうことを目的としており、再開発ビルが完成するまでに必要となる工事費、調査・設計費等の事業費

や人件費、物件費等の各事業年度に支出した費用については、市街地再開発事業全体の原価を構成する

ことから、再開発ビルが完成するまでは、「未成工事支出金」として会計処理を行っている。（法人税

法）また、再開発事業に係る補助金等の収入についても、再開発ビルが完成するまでは、税務署協議等

の結果、「仮受金」として計上し、施設建築物の完成引渡しが行われる事業年度において収益計上する

会計処理を行っている。 

科  目 収 入 
内     訳 

補助金等収入 
事業収入 

（保留床処分金等） 
受託料収入 受取利息他 

平成 30年度  15,000,000 15,000,000 0   

令和元年度 0 0 0   

令和２年度 380,000,000 380,000,000 0   

令和３年度 1,264,596,160 1,264,596,160 0   

令和４年度 10,567,541,763 5,292,068,040 5,275,473,723   

令和５年度 10,667,716,795 3,795,973,800 6,871,742,995   

合  計 22,894,854,718 10,747,638,000 12,147,216,718   
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第５ 令和６年度事業計画 

 
１ 事業の概要 

令和６年度は、令和５年度に着手した再開発ビルの新築工事を進めながら、再開

発ビルの管理運営計画の検討を進めていく。 

 

（１）安全かつ円滑な再開発ビル新築工事の推進 

令和５年度より着手した新築工事について、引き続き、令和９年１２月の工

事完了に向けて、安全を第一に進めていく。 

また、再開発ビル工事と併せて道路拡幅を行う地区東側の市道葺合南１４６

号線において、無電柱化のための電線共同溝整備工事を実施するほか、神戸市

が行う三宮駅周辺歩行者デッキ整備や国土交通省が実施するバスターミナル

運営等事業などの関連事業と協議・調整を図りながら円滑に事業を進める。 

 

（２）再開発ビルの管理運営計画の検討 

再開発ビル計画及び権利変換計画を踏まえた、管理運営計画の検討として、

管理規約案及び細則案などの作成や再開発ビル完成後の管理運営体制の検討

を進めていく。 

 

（３）関係権利者との連絡・調整 

再入居者を対象とした「KUMOI5プロジェクトニュース」を発行し、事業及び

工事の進捗状況等を定期的に周知するとともに、再開発事業に関する手続きを

行うほか、必要に応じて「地権者情報連絡会」を開催し、情報共有や意見交換

を行う。 

 

 

 

【参考：令和６年度以降の取組】 

令和９年 12月 竣工（予定） 
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２ 予定財務諸表 

（１）予定損益計算書（令和６年４月１日～令和７年３月３１日 単位：千円） 

費  用  の  部 収  益  の  部  

科          目 金  額 科          目 金  額  

営 業 費 用                 

営 業 外 費 用                 

特 別 損 失 

       

   

営 業 収 益                 

営 業 外 収 益                 

特 別 利 益 

  

 

 

 

 

  合    計     0     合     計 0   
 

 
  税引前当期純利益 

  法 人 税 等 

  当 期 純 利 益 

  前期繰越利益剰余金 

  繰 越 利 益 剰 余 金 

0 

0 

 

 

 (1) 補助金     ― 千円 

 (2) 受託料     ― 千円 

 

0 

0 

 

 

 

      0 

 

（２）予定貸借対照表(令和７年３月３１日現在 単位：千円)  

科   目 金  額 科   目 金  額 

(資産の部）   （負債の部）   

流動資産 【42,700,036】 流動負債 【37,741】 

  現金及び預金 90,242   未 払 金 35,500 

 未成工事支出金 ※1 37,929,607  預 り 金 269 

  未 収 入 金 4,679,335  未払法人税等 72 

 前 払 金 852  賞 与 引 当 金 1,900 

   固定負債 【42,658,004】 

      

仮 受 金 ※2 

長 期 借 入 金 

預 り 保 証 金 

36,683,164 

5,970,000 

4,840 

     負債の部 計 42,695,745 

固定資産 【709】 （純資産の部）  

  差 入 保 証 金 709 株主資本 【5,000】 

    資 本 金 5,000 

  純資産の部 計 5,000 

資 産 合 計 42,700,745 負債・純資産合計 42,700,745 
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※１ 未成工事支出金（過年度の累計額）の内訳は下記のとおり        （単位：千円） 

科  目 総 額 
内     訳 

事 業 費 人 件 費 物 件 費 等 減価償却費 

平成 30 年度 64,824 39,424 20,545 4,855  

令和元年度 117,049 86,610 24,334 6,105  

令和２年度 777,624 743,082 26,703 7,839  

令和３年度 1,707,586 1,669,493 26,637 11,456  

令和４年度 19,689,952 19,644,238 26,759 18,955  

令和５年度 4,246,806 4,204,548 28,560 13,698  

令和６年度（予定） 11,325,765 11，272，793 31,000 21,972  

合  計 37,929,606 37,660,188 184,538 84,880  

 

 

※２ 仮受金（過年度の累計額）の内訳は下記のとおり            （単位：千円） 

科  目 収 入 
内     訳 

補助金等収入 
事業収入 

（保留床処分金等） 
受託料収入 受取利息他 

平成 30 年度  15,000 15,000 0   

令和元年度 0 0 0   

令和２年度 380,000 380,000 0   

令和３年度 1,264,596 1,264,596 0   

令和４年度 10,567,542 5,292,068 5,275,474   

令和５年度 10,667,717 3,795,974 6,871,743   

令和６年度（予定） 13,788,309 6,726,175 7,062,134   

合  計 36,683,164 17,473,813 19,209,351   

 

    ※神戸市からの収入累計 

(1) 補助金等        4,806,242 千円 

(2) 事業収入（保留床処分金） 11,401,500 千円 

(3) 受託料           ― 千円  
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（参考１）ビル完成イメージ（外観） 

 

 


